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様式３⑤ 研究成果の概要（概要編） 

グリーンインフラ整備の脱炭素化効果 

の推計と負担配分に関する研究 
 
 

名古屋工業大学大学院工学研究科 教授 秀島栄三 
 
 

概要： 
持続可能な社会の実現に向け、農地、遊水池、河川などが有する自然的機能を活用し、コンクリー

ト構造物や鋼構造物といったグレーインフラと組み合わせる、または取り替えることで減災効果や

環境負荷低減効果が期待されるグリーンインフラに注目が集まっている。しかしながら一向に実現

が進まない。この問題認識のもと以下の研究を行った。水田を例にライフサイクルアセスメントを行

い、環境負荷物質の収支を算出し、気候緩和機能、大気浄化機能は有意であると結論づけられた。遊

水地を例に整備便益を推計し、遊水地の減災効果が高い場合には上流部に整備することで流域全体

の便益が大きくなり、短期間で整備できれば便益が費用を上回る可能性があり、下流部に資産が集中

する場合は便益の偏りが生じる等の結論を得た。河川を例にとり、広域にわたる川辺の景観を定量的

に評価し、「川がある」ことと「川が見える」ことのギャップを明らかにした。 
 

キーワード: グリーンインフラ、脱炭素化、負担配分、景観評価 

 
 

１．研究の背景と目的 

持続可能な社会の実現に向けて、森林や農地、河川、

遊水地、公園などが有する自然環境の機能を活用し、コ

ンクリート構造物や鋼構造物といったグレーインフラ

と組み合わせる、または取り替えることで減災効果や

環境負荷低減効果が期待されるグリーンインフラに注

目が集まっている。その概念は定着しつつあるが、少な

くとも周囲では一向に具体化されず、実現しない。これ

には様々な原因が考えられる。 
一つには効果、便益の定量的な評価手法が一般化さ

れていない。温室効果ガス、大気中の窒素酸化物、硫黄

酸化物、水中の窒素、リンなどを吸収する機能が期待さ

れるが、これらがどのように、どの程度まで活用できる

かを考察するべきである。そこで、グリーンインフラ整

備について、そのライフサイクル全体を通じて排出量

と吸収量の収支を評価することが必要と考えた。 
また、グリーンインフラは、災害を軽減することが

期待される。その整備効果は流域の広範囲に及ぶた

め、整備にかかる費用は、その効果が及ぶ流域の各地

域で負担配分することが考えられる。しかし、効果を

推計する手法や、流域の各地域が受ける効果の違いか

ら地域間で公平に負担を配分する手法が確立していな

い。そこで、グリーンインフラ整備による流域の各地

域の減災に係る便益を推計する方法を案出することが

必要と考えた。 
一方、グリーンインフラの整備効果はその存在価値

によっても評価されるべきかもしれない。緑地や河川

の景観を簡便に評価する方法が必要と考えた。 
以上3つの問題意識から、それぞれについて水田、遊

水池、河川というように対象を具体化して分析と考察

を進めた。これらの研究の成果をまとめる。 
 

２．グリーンインフラ整備の脱炭素化効果の推計

に関する考察 

農地は環境面の機能として、気候緩和、大気浄化、水

質浄化機能を有する 1)。気候緩和機能は温暖化の原因で

ある温室効果ガス（以下「GHG」という。）を吸収し、

大気浄化機能は大気汚染ガスである窒素酸化物、硫黄

酸化物を吸収し、水質浄化機能は有機汚濁の原因であ

る有機物、富栄養化の原因である窒素、リンを吸収する

機能である(表1)。 
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しかし、グリーンインフラは新たな概念であるため、

定量的な評価手法が一般化されておらず、事業拡大の

妨げとなっている。 
以上を踏まえ、水田を対象としてライフサイクルイ

ンベントリ分析を行う。水田の建設から撤去までのラ

イフサイクル全体における各環境負荷物質の収支を集

計することで、気候緩和、大気浄化、水質浄化機能によ

る実質の効果を定量化し、適切に評価することを目的

とする。 
一般化された分析とするため、日本の標準的な水田の

形状から、一つの水田モデルを想定する。対象とするラ

イフサイクルステージは、圃場の建設、水田の営農、構

造物の交換、圃場の撤去の4段階とする。圃場の建設の

後、水田の営農と構造物の交換が水田の標準耐用年数

である 100 年間行われ、その後に圃場の撤去が行われ

るものとする。分析の対象とする環境負荷物質は、表1
に示された各機能により吸収される物質とする。これ

らの物質が投入物の製造や工事・農作業により排出さ

れる量と機能によって吸収される量を算出の対象とす

る。  
 

表1 グリーンインフラの機能と吸収される環境負荷物質 

 
 

 

 
 
 

 
各段階での投入物を小林ら 2)、伊藤ら 3)、野口ら 4)を

参考に設定し、各投入量を水田モデルの形状に合わせ

て物量ベースで算出する。これに Web で公開されてい

る単価表 5, 6)から入手した単価を乗じ、投入量を金額ベ

ースに換算した上で、環境省の排出原単位データベー

ス 7)、国土交通省の流域別下水道整備総合計画調査指針

と解説 8)、南齋ら 9)から得られる排出原単位を乗じるこ

とで投入物の製造による環境負荷物質の排出量を算出

する。算出した排出量や吸収量を集計し、インベントリ

表にする。表2に示す。排出を正、吸収を負とする。 
ライフサイクル全体の収支は、GHG が-3,249t-CO2、

NOXが-572kg、SOXが-2,061kg、COD が13,555kg、T-N
が 3,005kg、T-P が 611kg と算出され、ライフサイクル

を通じて GHG、NOX、SOX は吸収量が上回り、COD、
T-N、T-Pは排出量が上回ることを示しているhyou。つ

まり、水田の気候緩和、大気浄化機能は、ライフサイク

ル全体で見ても、その効果が有意であると言える。一方、

水質浄化機能は、ライフサイクル全体で見ると、その効

果が有意であるとは言えない結果となった。農作業や

水田による収支は、温室効果ガスが-4,434t-CO2、NOXが

-2,895kg、SOX が-2,782kg、COD が 11,820kg、T-N が

2,451kg、T-Pが-62kgであり、COD、T-N、T-Pは他の物

質に比べて排出側に大きく、これが原因として挙げら

れる。この収支を他の土地利用だった場合の収支と比

較し、土地利用の観点から水田の水質浄化機能の有無

を確認する。比較対象を住居、工場とし、3,000m2にお

ける 100 年間の収支を各種報告書 17)18)をもとに算出し

た。比較の結果、農作業や水田による各物質の収支は、

工場による収支よりも大幅に小さく、住居による収支

と比較しても、同程度であるか小さい結果となった。つ

まり、水田は他の土地利用に比べて各物質の排出量が

少なく、水質において有利であるといえる。 
本章の結論として水田の気候緩和、大気浄化機能は

ライフサイクル全体で見てもその効果が有意であると

言える。 
 

３．グリーンインフラ整備の負担配分に関する考

察 

グリーンインフラを整備する上での課題のひとつに

財源の問題が指摘されている 19)。グリーンインフラ整

備の効果は流域の広範囲に及ぶため、整備にかかる費

用は、その効果が及ぶ流域の各地域で負担配分するこ

とが考えられる。しかし、この負担配分の実現には、

グリーンインフラ整備による効果を推計する手法や、

流域の各地域が受ける効果の違いから地域間で公平に

負担を配分する手法が確立していない。各地域が受け

る効果は、効用の変化を貨幣価値化した便益で比較可

能である。安藤 20)はグリーンインフラ整備による効果

を代替法によって貨幣価値化し、各地域の便益を推計

している。 
以上を踏まえ、遊水地の整備を対象としてグリーン

インフラ整備による流域の各地域の減災に係る便益を

推計することを目的とする。便益の推計に当たっては

諸々の財またはサービスを消費することで得る効用を

貨幣価値化する。 
手法は以下のとおりである。各地域の経済活動を考

慮し、一般均衡分析によって便益を推計する。次い

で、便益が推計結果のようになる要因を分析するため

便益帰着構成表 21)を作成する。 
武藤ら 22)が提案したモデルを参考にまず社会経済モ

デルを構築する。各地域で諸産業、不在地主、家計、

政府が経済活動を行うものと想定する。便益は、家計

における消費財の消費による効用の貨幣価値とし、消

費額の変化で推計する。遊水地は農地としても利用さ

GIの機能 吸収される環境負荷物質

気候緩和

大気浄化

水質浄化

GHG

( CO2，CH4，N2O，HFCS，PFCS，SF6，NF3)
NOX (窒素酸化物)

SOX (硫⻩酸化物)
COD (化学的酸素要求量)

T-N (窒素)，T-P (リン)
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れるとし、整備により土地市場などで変化が生じる。

それら経済活動の変化を考慮することで、遊水地が発

揮する農作物生産効果や減災効果に焦点を当てた評価

が行える。なお遊水地は災害リスクの高い宅地から置

き換えて建造することを想定する。また遊水地を整備

する整備期間は経済活動の変化はないものと仮定し、

整備期間の後に50年間の供用期間があるとする。 
 構築した社会経済モデルを用いて数値シミュレーシ

ョンを行う。その結果を便益帰着構成表にまとめる。上

流部よりも資産が集中する下流部の方が高い便益を得

るという仮説を立て、その検証のため、対象地域は庄内

川流域の岐阜県と愛知県とする。なお、岐阜県を上流部

にある地域、愛知県を下流部にある地域とする。遊水地

の規模を推定するに当たり、建設データが入手できた

岩手県に所在する一関遊水地 23-25)を参照した。 
遊水地の整備によって上下流域の便益を合わせた全

体の便益が高くなるという仮説について検証する。表

3に流域全体の費用便益分析の結果を示す。分析の結

果、想定した全てのシナリオで便益が費用を上回っ

た。遊水地の整備では、位置や期間が異なる多くの場

合で便益が費用を上回ることが推察される。 
整備期間が50年間の場合は、20年間の場合と比べ

て費用便益比が小さい結果となった。これは、整備期

間が長くなったことで供用開始が遅れ、現在から見た

便益の価値が低くなったためと考えられる。 
上流部にある遊水地はその貯水機能により、上流部

にある地域が浸水被害を免れるだけでなく、下流に配

分される河川流量が減少することで下流部にある地域

の減災効果も期待できる。このような観点から、上流

部に遊水地を整備する場合は、下流部のみ整備する場

合に比べて便益が高くなるという仮説を検証する。結

果は、上流部に遊水地を整備する場合に便益が高くな

る結果が得られた。上流部の遊水地の減災効果が下流

部にも及んだためと考えられる。 
各地域が単独で遊水地を整備した場合の費用便益分

析の結果、上流部に遊水地を整備する場合、上流部単

独での便益は費用を下回ることになった。すなわち、

上流部に遊水地を整備した場合に下流部がより高い便

益を得ていることが定量的に示された。 
本章の結論として 1)遊水地による減災効果が高い場

合には流域の上流部に遊水地を整備することで流域全

体の便益がより高くなる、2)短期間で遊水地を整備でき

れば便益が費用を上回る可能性がある、3)流域に資産が

集中する場合には高い便益が得られることなどが明ら

かとなった。 

 

４．グリーンインフラ整備の視覚的効果に関する一

考察 

緑地や河川などに代表される自然の風景は、人々の

幸せを向上させる 27)。景観要素の評価方法として青木
28)は緑被率を手動で定量化している。しかし、この方法

では広域的な評価が困難である。近年は、ストリートビ

ュー画像(Street View Image,以下SVI)の蓄積、大量のSVI
を処理可能な深層学習を用いた画像処理技術の発達に

より広域的な景観の定量的評価が可能になっている。

また景観の評価として緑被率の評価 29)や景観全体の類

型化 30)などは行われているが、水辺の景観を評価した

事例は少ない。 
そこで SVI に対して深層学習を用いて景観要素を抽

出し、川の視認性に着目した広域的な景観評価手法を

開発する。具体的には、対象地域の SVI について学習

済みの深層学習モデルを用いて川の範囲を抽出し、道

路から目視できる川を定量的に把握する。次に、SVIの
川の範囲の抽出結果と撮影地点の座標から「川が見え

る」エリアマップを作成する。また、深層学習モデルが

分析対象の SVI を中の川の領域をどの程度正確予測で

きているかの評価を行う。SVIとしてゼンリン株式会社

提供の細道路画像データを用いる。土地利用データと

して、土地利用細分メッシュの「河川及び湖沼として利

用されている土地」を「川がある」エリアとして使用し

た。Mask2Formerが画像セグメンテーションで分類でき

る65項目のうち「Water」(水)のピクセル数を川のピク

セル数とみなし、SVIの総ピクセル数に対する川のピク

セル数の割合を「Water Visibility」(以後WV)として算出

する。これを川の視認性の定量的な評価指標として用

いる。SVIに対する画像セグメンテーションの結果から

したWV と、各SVI 撮影地点の座標データから「川が

見える」エリアマップを作成する。また、「川が見える」

エリアマップと、土地利用細分メッシュから得た川が

見えるエリアから「川がある」エリアマップを一度作成

し、2つのエリアマップを比較することで、「見える川/
見えない川マップの作成を行う。 

88,443 個の SVI 撮影地点における WV の出現頻度につ

いて、全体で0.0 ൑ 𝑊𝑉 ൑ 14.0の範囲に収まっており、

0.0 ൑ 𝑊𝑉 ൑ 1.0の範囲で 86704 個，11.0 ൑ 𝑊𝑉 ൑ 12.0
の範囲で188個であり、この2つの範囲の頻度が極大値と

なった。このことから、川があまり見えないエリアが多く

を占め，その次に比較的川が見えやすいエリアが多く存在

することが分かる。 

図1に「見える川/見えない川」マップを示す。オレンジ

色のエリアが「見える川」を示し、青色のエリアが「見え

ない川」を示す。この「見える川/見えない川」マップをも

とにSVIを分析したところ「見える川」と予測されたエリ
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アは橋から撮影されたSVIが主であった。堤防越しに見え

る川もあったがGoogle MapのSVIでは見えず、計測車両

のカメラ位置が地上 2.0m と高いことが要因だと考えられ

る。一方で「見えない川」と予測されたエリアは、川沿い

を堤防や空き家などの構造物が遮っている場合がほとん

どであったが、橋から撮影されているが走行車線や歩道の

広さの影響で川が写っていないSVIも確認された。対象地

域の空間的特徴として、基本的には何らかの障害物によっ

て河川への視線が遮られており河川への視認性は少なく、

橋から撮影されたSVIは両側から河川が見えるので、河川

への視認性は橋以外の道路と比べ必然的に上がっている

ということが原因と考えられる。また SVI の特性からは、

SVIが自動車道路からのものに限られているという条件や、

より川に近い道路は存在するが SVI が撮影されていない

というケースの存在から、あまり川が「見えない」エリア

と予測された SVI は周辺地域の川の視認性を正確に反映

していない可能性が考えられる。 
本章の結論として、SVIに事前学習済みの深層学習モ

デルを使用することで「川がある」ことと「川が見える」

ことのギャップを明らかにした。ただし、川があるが川

を写せていない SVI の存在など使用データの限界も明

らかとなった。 
 

図1 「見える川/見えない川」マップ 
 

５．研究のまとめ 

 研究助成を得て行った3つの研究をまとめる。 
2章では、水田を例にとり、インベントリ分析により

ライフサイクル全体の視点から環境負荷物質の収支を

算出することで、環境面の機能による効果の定量評価

を行った。結果として水田の気候緩和機能、大気浄化機

能は様々な仮定の下ではあるがライフサイクル全体で

見て有意であると結論づけられた。 

 3章では遊水地を例にとり、整備便益を推計した。遊

水地の減災効果が高い場合には上流部に整備すること

で流域全体の便益が大きくなり、短期間で整備できれ

ば便益が費用を上回る可能性があり、下流部に資産が

集中する場合は便益の偏りが生じる、などの結論を得

た。 

 4章では河川を例にとり、広域にわたる川辺の景観

を定量的に評価し、「川がある」ことと「川が見え

る」ことのギャップを明らかにした。  
 グリーンインフラは実社会において全く整備が進ん

でいない。そのような状況の下、容易に思い当たる3
つの問題意識に対して急ぎ研究に着手した次第であ

る。さらなるデータと結果の精査、研究方法の改善、

新しい課題への洞察が求められよう。 
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表 3 流域全体の費用便益分析の結果 

 便益 費用 費用便益比 

シナリオ 1 下流部のみ     20 年間 1135107 326048 3.48 

シナリオ 2 上下流域に併設   20 年間 1146657 271903 4.22 

シナリオ 3 上流部のみ     20 年間 1147814 203443 5.64 

シナリオ 4 下流部のみ     50 年間 349975 205012 1.71 

シナリオ 5 上下流域に併設   50 年間 353536 170884 2.07 

シナリオ 6 上流部のみ     50 年間 353893 128076 2.76 

対応する機能 気候緩和

建設：投入製品 110.956 241.951 86.490 319.056 10.789 19.553

建設：工事 26.896 412.065 21.174 33.063 20.516 20.380

営農：投入製品 662.293 427.074 256.512 432.295 414.262 515.174

営農：農作業 123.184 1,078.091 56.529

営農：水田由来 -4,557.493 -3,972.776 -2,838.084

交換：投入製品 345.276 707.355 327.752 821.716 28.695 39.205

交換：工事 23.092 353.788 18.180 126.489 78.488 77.969

撤去：投入製品 5.021 1.918 1.056 1.295 0.068 0.023

撤去：工事 11.621 178.046 9.149 1.281 0.795 0.789

合計 -3,249.154 -572.488 -2,061.242 13,555.195 3,004.613 610.993

11,820.000 2,451.000 -62.100

大気浄化 水質浄化

事業段階
GHG

(t-CO2)
NOX

(kg)

SOX

(kg)

COD
(kg)

T-N
(kg)

T-P
(kg)
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